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情報ネットワークを基礎とした生産モジュール化にお

ける企業間情報共有の分析

                                                                          松野 成悟*

A Study of the Information Sharing in the Modular Production based
on the Information Networking between Companies

                                                                       Seigo Matsuno*

Abstract: In recent years, the modularization of product design and production process is expanding in many industrial fields. In
this paper, on the basis of the analysis result of the questionnaire carried out uniquely, we consider about the role of the
information network formation in modular production. Especially, we inquire into the problem information sharing, and consider
an influence and implication which the modularization gives to the collaboration between companies and the information
networking. By advance of the modularization on the basis of the information networking between companies, reconstruction of
the business process beyond the frame of one company, such as outsourcing and collaboration, is called for. Although the
openness and standardization of the information networking is a contemporary trend, while enjoying the efficiency of the free
market-dealings obtained there, it can be said that it becomes a strategic subject how the continuous and close relationship
between companies is built and maintained.
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1　はじめに

　近年，コンピュータや自動車産業を中心として，製品設計

や生産工程のモジュール化あるいはモジュラー化が進行し

てきている。モジュール化される部品の調達や製品開発等に

おいては，メーカとサプライヤとのあいだで情報共有にもと

づく連係協力をおこなうことが求められる場合もあり，そこ

にインターネットを中心とする情報ネットワークの果たす

役割は大きいと考えられる。しかし，モジュール化にたいす

る認識やその取り組みについては，地域や産業分野，あるい

は製品アーキテクチャによる差異が存在することが指摘さ

れている。

　本論文では，われわれが独自に実施したアンケート調査の

分析結果を手がかりに，モジュール生産における情報ネット

ワーク形成の役割について分析する。とくに，企業間連係に

おける情報共有の問題を中心に検討し，モジュール化が情報

ネットワークのオープン化と企業間のコラボレーションに

与える影響と含意を考察する 1）2）。

　企業間情報ネットワークを基礎としたモジュール化の進
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行によって，企業間関係の見直し，すなわちアウトソーシン

グやコラボレーションといった一企業の枠を超えたビジネ

スプロセスの再構築が求められる。その際，情報ネットワー

クのオープン化（標準化）は今日的趨勢であるが，そこで得

られる自由市場的取引の効率性を享受すると同時に，どのよ

うに継続的・密接な企業間関係を構築し維持していくかが戦

略的な課題になるといえる。

2　モジュール化の現状と背景

　2.1　生産におけるモジュール化

　モジュール化あるいはモジュラー化という概念はいまだ

明確に定式化されているとはいえないが，たとえば，「それ

ぞれ独立に設計可能で，かつ全体として統一的に機能するよ

り小さなサブシステムによって複雑な製品や業務プロセス

を構築すること」3）4），「一つの複雑なシステムまたはプロセ

スを一定の連結ルールにもとづいて，独立に設計され得る半

自律的なサブシステムに分解すること」5）などと定義されて

いる。そして，その個々の交換可能な構成部分としてのサブ

システムをさして，通常モジュールとかモジュラーと呼ばれ

ているのである。業界によっては複合部品やシステム部品，
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ユニット等，さまざまな呼称が用いられている場合もある。

　現在，モジュール化の進行はコンピュータや半導体製造装

置，ゲーム産業などにおいて先行しているといえるが，後述

するアンケート調査の分析結果からもわかるように，多くの

産業分野に幅広く拡大する様相を呈してきている。その動き

のいくつかの例を表1 に示す。

　とくに自動車産業におけるモジュール化への取り組みは

注目されており，完成車メーカによるモジュール化の進展を

背景としたサプライヤの世界的規模での再編が展開されて

いる。モジュール化の進行は，サプライヤにたいして対象モ

ジュールの設計・開発能力や量産能力を求めるため，サプラ

イヤの選別と集約を促す要因にもなっている。そこでは，モ

ジュール・サプライヤとしての事業体制の確立を視野に入れ

た部品メーカ間での合併や提携が活発に展開されてきてい

るのである。

　このようなモジュール化の進展の背景として，一般に，製

品設計や生産工程の複雑性が高まってきていることが指摘

されている 4）5）。近年，多くの産業では製品の多機能化が進

み，また，そのライフサイクルは短縮化の傾向にある。製品

や生産工程の複雑性，すなわち部品点数の増加や部品・工程

間の相互依存性が高まるにしたがい，部品間や生産工程間の

接合部（インターフェイス）を微妙に調整したり修正するコ

ストが増大している。

　このような背景から，高まる複雑性への対処策としてモジ

ュール化が注目されているといえる。これまで統合的な設計

や開発，生産工程などを必要としていた製品システムやプロ

セスを，事前にインターフェイスを明確に規定したうえでサ

ブシステムとして分割すること，すなわちモジュール化する

ことで，対処可能な複雑性の範囲の拡大を図ることができる

と考えられるだろう。

　Baldwin and Clark も，モジュール化がもたらす社会的な

便益として，①対処可能な複雑性の範囲の拡大，②対処可能

な不確実性の範囲の拡大，③研究・開発・設計・生産リード

タイムの短縮，の3 点を指摘している 4）。モジュールが全体

として機能するようなモジュール相互間の関係を事前に規

定する，つまりインターフェイス・ルール（連結ルールある

いはデザイン・ルールなどとも呼ばれる）を設定することで，

その枠内において局所的な最適化行動が可能となる。

　とくに，最近では，製品や工程システムを構成するサブシ

ステムとしてのモジュール自体の複雑性が増大しているこ

と，そしてそれを可能ならしめる情報処理能力が飛躍的に向

上していることが注目される。インターネットに象徴される

ような世界的な情報通信網の拡大や情報技術の発展等によ

って，情報が一企業を超えて容易に伝達され，その効率的な

交換・共有が可能になった。このことは企業における情報処

理能力の増大と企業内外のコミュニケーションや情報共有

の迅速化・効率化を促進したのである。

　企業間情報ネットワークの形成と発展により，たとえばア

ウトソーシングやコラボレーションの増加に見られるよう

に，企業の枠を超えたビジネスプロセス，分業と協業のパタ

ーンの再構築が迫られているといえる。

　製品開発の迅速化や研究の高度化によって，スピードが一

層求められる経営環境の下では，資源の内部化を中心とした

いわゆるフルセット（自前）主義はリスクが高く，経営の機

動性に欠けるため，逆に資源の外部化が有効になってくる 6）。

　したがって，モジュール化をめぐる今日的な議論にとって，

情報ネットワークを介した情報共有にもとづく企業間関係

の変容をとらえる視点が必要だろう。そこでは，モジュール

化の進展における情報ネットワークの役割についての分析

や両者の相互関係を解明する作業が求められているのであ

る。

　2.2　半導体装置のモジュール化

　モジュール生産が今日的な技術進歩に欠かせない要素で

あることを示す例として，半導体産業における欧州メーカの

台頭と日本企業の凋落が象徴的であろう。生産モジュール化

の利点とその現状を分析する視点として，モジュール化によ

って対象技術を部分化できること，必ずしも大規模な投資を

せずとも新規の参入が容易であることなどがあげられてい

る。また，モジュールとして当該製品システムを分離可能と

することにより，製品製造における保守管理の容易さが向上

することや，管理する対象を明確にできることが指摘されて

いる。たとえば，半導体製造装置では，従来までは全体を通

じた微調整により製品製造の完成度を高めていたが，現在で

はこれらの相互関係を分離して，部分的に調整することが可

能となったことが性能を高める要因となっている。

　現在，日本の半導体産業は，1980 年代に獲得した大きな

世界市場でのシェアを一気に失う状況にあり，危機的である

とすらいえる。一方で，その対照的な存在として，オランダ

の半導体リソグラフィー装置メーカ ASML 社の躍進が業界

内外にも注目されるようになってきている 7）8）。この企業は，

1990 年頃にはシェアが一桁台にすぎなかったが，現在では

半導体市場におけるリーディングカンパニーの地位を獲得

している。その原動力となったのが，モジュール化にもとづ

く技術マネジメントである。その基本的な改善ポイントは，

モジュール化により開発スピードを向上させることにあり，

いわば産業のシステム化の役割を重視したことにある。これ

により，装置の据付調整時間の短縮やメンテナンスの容易性

が競争力向上に寄与している。モジュール化による生産効率

化に先行し，そのシステムを確立したことが ASML の競争

優位の大きな理由となっているのである。

　近年，半導体製造装置における ASML の技術面での優位

性は明らかになりつつあり，日本企業との間の格差（技術面

での先行年数）はつぎのようになっている。レーザー源を使

用した110-130nmルールでは1 年以上先行，100nm ルール

では半年以上先行，90nm ルールでは約半年先行，70nm ル

ールでは2，3カ月先行している。

　ASMLの特徴は，技術マネジメントが優れていたことであ
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り，その成り立ちからモジュール生産の必然性があったとい

える。元来，ASMLは装置の光学部分を外部企業（カールツ

アィス社）に依存しており，モジュール化を意識的に進めざ

るを得なかったため，最適なモジュール分割が模索され実施

されてきた。これにたいして日本企業では，光学部分の開発

技術が自社内に存在するため，製造における調整や問題解決

調整作業が比較的簡単におこなえることが利点であり，この

ことがかつては強みでもあったのである。

　しかし，半導体の高密度化の進行に応じて，装置を構成す

る部品間の相互干渉が問題となると同時に，市場の変動に応

じて素早く製造ラインを調整・変更する必要性が生じてきた。

これにともない，半導体製造企業の多くは新世代装置への移

行やそれに対応してライン全体の最適化を実施することに

取り組むことになる。通常，そのための条件設定には多くの

時間を要するため，この時間の短縮化は直接的に企業競争力

へと反映される。つまり，新製造システムの最適化が迅速に

実現できることが企業にとって極めて重要な要件となるの

である。ところが，従来の日本企業における方法論では，長

い製造ラインを微調整することに重点がおかれ，装置相互の

間の調整に多大な時間が割かれることになる。また，一つの

装置を変更すると，ラインの全体を再調整する必要性が生じ

てくる。さらに，装置のメンテナンスも複雑であるため，一

つの装置の保守や整備がライン全体に影響してしまうので

ある。

　これにたいして，モジュール化された場合には，装置の相

互関係は比較的簡潔化されるため，メンテナンスや装置の組

み替えなどがきわめて容易になる。たとえば，レンズ系の調

整をその他のプロセスと独立して実施することが可能とな

る。さらに，モジュール化の大きな利点として，ある時点に

おける最先端の最高技術を，すばやく導入できることがあげ

られる。ASML におけるカールツアィス社レンズの採用のよ

うに，外部から部品や技術を調達し，社内においてそれらを

組み合わせることが可能となるのである。一方，自社で内製

している場合には，自社における研究開発の速度に応じた技

術の進展しか見込めない。ASML は積極的な買収戦略によっ

て，このような新規技術の迅速な獲得を進めてきている。

　もう一つの流れとしてシステム化の傾向がある。たとえば，

世界最大の半導体装置メーカであるApplied Materials 社で

は，自動化された製造プロセスをリアルタイム管理する方法

を採用している。具体的には，管理用のソフトウェアを開発

すると同時に，インターネット技術を利用した「ソリューシ

ョン」ソフトウェア，およびこれにもとづくサービスを実施

している。これにより，開発対象の製品に合わせて最適構成

のモジュールを即時に組み立てることが可能となるため，顧

客のニーズに合わせた迅速な開発環境を整備することがで

き，製品に合わせて適宜構成機器類を変更できるようなシス

テムが実現されている。半導体装置の分野では，以上のよう

な柔軟な生産方式（FMS：Flexible Manufacturing System）

の採用・導入ができない単品型の機器オンリーでは，市場で

の優位性は獲得できない時代となってきているのである。

3　自動車産業におけるモジュール化の進展

　自動車業界では，国内販売の低迷による生産台数の落ち込

みで，その市場規模は全体的に伸び悩んでおり，外資系企業

との提携・合併による業界再編が進行している。さらに，生

産拠点の海外シフトが急速に進んでおり，完成車メーカにお

ける輸出の占める割合は低下していく傾向にある。自動車産

業の裾野は広く，鉄鋼や化学，電機業界も資材や部品調達先

として含まれる。国内では大手の一次部品メーカが約6 割程

度の取引シェアを占める一方で，それらのメーカの生産活動

には二次以下の部品メーカ，下請企業の存在が欠かせない関

係にある 9）。

　このような環境下において，完成車メーカでは，とくに部

品の共通化や調達品目のモジュール化により，調達コストの

削減を図っている。一方で，部品メーカでは，完成車メーカ

における取引先の選別・集約化を受け，企業系列を超えた新

たな販売先の開拓に活路を見い出そうとしている。

　これまで，自動車産業においては，高度なデザインや居住

性の要求されないトラック型の車種で主としてモジュール

化が進行してきた。一方，乗用車は，部品間の設計・製造過

程において微細な擦り合せを必要とするアーキテクチャを

持つ製品であり，一体成型による統合型のデザインが主流と

されてきた 5）。しかし，近年では，従来インテグラル型アー

キテクチャとして理解されてきた乗用車の分野でも，モジュ

ール化が徐々に進行してきている。また，国内の自動車業界

においても，先行する欧米に追随する形で，アウトソーシン

グを中心とした企業間システムのモジュール化が進みつつ

ある。

　自動車産業の場合は，元来，その産業の性格から組立産業

としての色彩が強く，部品を製造するいわゆる下請メーカか

ら納入された部品を，完成車メーカが製造ラインにおいて組

み立て取りつけるという方式で生産がおこなわれている。し

たがって，それぞれの部位・部分を，いわば分割して製造す

ることには適しているといえる。

　ところが，モジュール化の大きな障害として，とくに乗用

車の場合その設計の最初の段階からすべての部品を仕様に

合わせて決定する必要があり，オープンな市場で調達された

適切な部品を適時にとり入れることが非常に難しいとされ

てきた。そのため，自動車メーカは，下請企業にたいして設

計の初期段階から参加を求める，あるいは，あらかじめ作成

した仕様を徹底させることにより，新車開発を進めることが

慣例化していた。したがって，原価企画などコスト管理に関

しては大きな利点と進展を生んだが，生産方式に関しては従

来のカンバン方式あるいはJIT（Just In Time）方式を最大

の特徴にするにとどまっている。米国の自動車産業にたいし

て優位な立場に立ち始めた時期の日本企業は，カンバン方式

を全面的に採用し，生産システムを分解することと外部の部
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品サプライヤを統合することに成功している。他方で，この

時期の米国自動車産業は，基本的に必要な部品のすべてを内

部で生産する方式であった。

　しかしながら，自動車産業のグローバル化とそれにともな

う大幅なコストダウンの要求は，これまでのようなメーカか

らの直接的な指示や要求だけで生産を展開する部品供給シ

ステムに，大きな負担を与えることとなった。このため，最

初に実施されたのが，いわゆる系列サプライヤの選別あるい

は系列外のサプライヤからの部品調達である。

　モジュール生産を過大視することは問題があるといえる

が，従来の日本企業が採用してきた戦略である大企業として

の完成車メーカと，周辺の優良サプライヤとしての中小企業

の存在は，まさに一つのモジュール生産のスタイルであると

いえる。現在では，さらにサプライヤの自主・自立的な行動

がより大きく期待されている。その理由に関してはいくつか

の指摘がなされているが，複数のメーカに部品を納入するた

めに，複数の仕様に対応する必要があること，メーカは新燃

料や情報技術への対応が必要となるため，従来のモジュール

製品はサプライヤに可能な限りまかせる必要があるなどの

点が指摘されている。

　ミシガン州立大学等による調査によると，今後の自動車産

業ではメーカは低価格で売れる車をめざし，市場に向けてパ

ワーを集中する必要があるとされている 10）。そのため，市場

に向けた商品企画やマーケティング戦略を強めると同時に，

製造過程は簡素化し，外部依存を高め，固定費を削減する方

向に向かっている。この結果，従来はメーカに従属的な存在

であったサプライヤは，システム・インテグレータあるいは

システム・パートナーとも呼ばれるモジュール・サプライヤ

（ティア 1，一次協力企業）として一つの自立的な形態をめ

ざすようになり，企業数も増加している。システム・インテ

グレータとは，部品単体ではなくモジュール機能のシステム

レベルから開発・製造能力を持つ部品会社である。

　1985年に20社だったシステム・インテグレータは，2005
年には150社になるとの見通しもあり，しかも，市場におけ

る占有率も上昇し，とりわけ上位 25 社の占有割合が高まる

と分析されている。さらに，システム・インテグレータ間に

おいても淘汰がはじまり，より少数のサプライヤと完成車メ

ーカとの関係へと移行が進んでいる。これにより，上位のシ

ステム・インテグレータはより強大な存在になり，世界中の

自動車メーカと対抗する存在となり得る。もちろん，同時進

行的に，従来型のサプライヤは選別と淘汰を受けることにな

り，下請けに組み替えられる可能性も少なくない。

　1990 年代初めには，部品の製造合理化によるコスト低減

策が完成車メーカの主たる目標であったが，今後は，主に部

品の共通化やモジュール化，システム化が実施されていくで

あろう。ある完成車メーカの試算では，モジュール化を推し

進めることによって部品単価を 30%コストダウンできるこ

とが予測されている。トヨタでは，サプライヤと一体になっ

て，設計から販売まですべてを巻き込んで原価を低減させる

「CCC（コンストラクション・オブ・コスト・コンペティテ

ィブネス）21」活動を提案している。これにより，トヨタで

は3年間で合計1 兆円のコスト削減をめざしている。

　また，海外からの部品調達も増加しつつある。フォードの

傘下に入ったマツダでは，世界最適調達の方針の下に海外部

品の購買拡大を進めており，広島を中心とするマツダの企業

城下町では，関連企業の倒産や自動車離れが相次いでいる。

　自動車メーカのもう一つの戦略として，プラットフォーム

の共通化と海外移転による徹底したコスト削減がある。たと

えば，現在，EU25 カ国すべてが自動車産業にたいして経済

発展や雇用の創出などの経済効果への期待を抱いており，と

くに東欧では経済再建のための企業誘致が盛んである。VW
は500万台製造でEUトップの座を占めており，全世界でお

よそ 33 万人を雇用している。また，買収によりマルチブラ

ンドを確立し，チェコのシュコダなど6 車種のブランドを吸

収し，1980 年にはスペインに進出している。当時のスペイ

ンの賃金はドイツの約半分であり，20%の失業率を 10%にま

で改善する役割を果たしたのである。トヨタもポーランドに

部品工場を設立している。また，フォードなどでは，全車種

に共通して使われる部品の拡大を進めており，たとえばシー

ルやベアリングなどは，全車種での使用を検討している。

　上述したように，モジュール化の進展は，完成車メーカか

らの発注を特定の部品メーカに集中させる一方で，選別にも

れた一次部品メーカを二次部品メーカに組み替える下請け

再編の動きを顕在化させている。なぜなら，モジュール・サ

プライヤには，自社が担当するモジュールの設計・開発能力，

つまりモジュールの内部設計や内部部品間のインターフェ

イスを構築する能力が求められると同時に，当該モジュール

を量産できる能力をも必要とされるからである。また，完成

車メーカへのモジュールの納入や各種要求に対応するため，

その立地条件もクローズアップされる。これらのことから，

モジュール化の進行は，サプライヤの選別と集約をもたらす

と考えられ，そこではサプライヤの世界的規模での再編が注

目される。

　こうした動きは二次や三次以降の下請け部品メーカにも

大きな影響を与える。発注先である一次部品メーカの位置づ

け次第では受注品自体が消失してしまう事態すら想定され

るからである。このため，二次，三次クラスの多い中小部品

メーカは企業存続をかけて事業の再構築に乗り出している。

そこでは，モジュール・サプライヤとしての事業体制の確立

を視野に入れた部品メーカ間での合併や提携が展開されて

きている。そのいくつかの動きを表2 に示す。今後自動車業

界において，完成車メーカと直接取引が可能なモジュール・

サプライヤとしての地位を確立した部品メーカが，その発言

力やプレゼンスを強めていくことが予想される。

4　自動車業界における企業間取引の情報化

　自動車業界は，電気機器業界とならんで，国内で最も EC
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（電子商取引）化が進行している分野の一つである。自動車

業界における取引品目は，①基本的にグローバル商品である

ため，新規取引先開拓を含めコストダウン圧力が大きい，②

頻繁にモデルチェンジを繰り返し，開発から市場投入までの

リードタイムが短いため，生産計画や設計情報等の共有化と

いうコラボレーションのニーズが大きい，③完成車メーカを

頂点としたピラミッド構造のため，完成車メーカ主導で EC
化を推進しやすい，などの特徴がある 11）。

　完成車メーカと大手部品メーカとの間では，専用端末によ

る電子データ交換（EDI：Electronic Data Interchange）が

早くから浸透していたが，部品メーカでは異なる相手ごとに

専用端末を用意することが求められ，コスト負担や煩雑な事

務処理作業を余儀なくされていた経緯がある。そこで，自動

車業界全体の取り組みにより，端末やシステム環境に左右さ

れない共通の通信インフラ整備が進められ，2000 年10 月よ

りJNX（Japanese automotive Network eXchange）の運用

が開始された。JNX には完成車メーカや部品メーカなどが会

員として参加しており，現在の加入企業は約500 社である 12）。

その概要を図1に示す。

　トヨタやホンダなどの完成車メーカは，JNX をベースとし

た部品メーカ等との新たなEC取引システムを導入し，2001
年から実運用を開始している。現在では自動車部品の調達が

中心で，試作品や鋼板・大型パーツ等の購入までには本格的

に拡大していない。ホンダでは，取引先と一体となった EC
化の推進が図られており，自らアプリケーションを開発し，

Web上で提供することで，取引先における一元的なインター

フェイスを介した受注処理を可能にし，そこでの事務処理効

率の向上に大きく寄与している。

　このように，完成車メーカにとって JNX の活用は調達プ

ロセスの簡素化や直接的なコストの低減に大きく寄与する

ことが期待されている。一方で，部品メーカにとっては，JNX
の活用は従来型の EDI と比べ，システムの初期導入コスト

や利用コストを大幅に削減することが可能であることが魅

力となっている。ただし，ピラミッド構造の二次以下の上流

部品メーカには中小企業が多く，今のところ社内の情報化や

EC 化があまり進展していないのが現状である。JNX では

2001 年よりダイヤルアップサービスを開始したため，これ

により利用企業が中小の部品メーカにまで拡大していくこ

とが見込まれている。

　上述したように，自動車業界では，完成車メーカと部品メ

ーカとの間における調達や共同開発のあり方が，部品のモジ

ュール化等の動きを背景に新たな段階に移行しつつある。ま

た，完成車メーカや部品メーカが生産拠点を海外にシフトす

るにつれ，国内外の情報ネットワークを統合するためにも，

これらを支える情報ネットワーク基盤として，今後はインタ

ーネット技術ベースのシステム（インターネットEDI など）

の有効な活用が検討されていくであろう。

　とくに，部品の調達とは異なり，設計・開発段階で図面デ

ータを介したコラボレーションも求められることとなる。そ

の場合，三次元の図面情報の交換や企業間の共同開発を支援

するアプリケーションの開発・運用など，検討すべき事項は

多い。これに加えて，モジュール化に対応し，情報共有企業

の範囲を明確に設定して，運用上も他企業に機密情報などが

漏洩しないようなセキュリティ確保のための仕組みづくり

が要求される 13）。

　JNX は，2003 年 1 月に ANX（Advanced Network
eXchange）との国際接続サービスを開始したが，将来的に

は欧州のENX（European Network eXchange）など各地域

のネットワークを相互接続することにより，グローバルな自

動車業界共通のネットワークとなることが期待される。そこ

では，インターネット EDI の普及と拡大に応じて，両者の

整合性や効率的な相互連係，役割の分担などが課題となるだ

ろう。

5　アンケート調査の概要と分析

　ここでは，企業間電子商取引（B2B：Business to Business
Electronic Commerce）とEDIの現状についてわれわれが実

施したアンケート調査の分析結果を手がかりに，モジュール

化の進展と企業間における情報共有との関係について若干

の考察を加えてみたい 14）15）。

　本アンケート調査は 2001 年 8 月に実施したものであり，

郵送により質問票を国内製造業 500 社へ送付し，134 社

（26.8%）から回答を得た。対象企業は従業員500 名以上の

中堅企業から無作為に抽出した。また，産業分類上の基準と

は異なるが，本調査では従業員1,000 名以上の企業を大企業

とし，それ以外を中小企業としてグルーピングして，企業規

模による回答の差異を統計的に見い出す作業もおこなって

いる。

　まず，モジュール生産の実施状況について見てみよう。単

純集計の結果では 13～15%の企業が他社とのモジュール生

産による連係協力を実施もしくは部分的に実施していると

回答しているが，自社の製品や業務プロセスが元来モジュー

ル化に適していないとする企業を除いて算出した数値では，

その実施割合は調達側，納入側いずれも3 割前後と推計され

る（表3）。
　上述したように，モジュール化の定義については必ずしも

明確であるとはいえず，実務界においてもさまざまな意味や

文脈において用いられているのが現状である。しかし，本ア

ンケート調査が産業分野全体を対象としていることに鑑み

れば，そこに回答企業によるモジュール化にたいする認識や

理解の相違が存在する可能性を割り引いたとしても，この 3
割という数値は決して小さくないと考えられる。

　つづいて，モジュール生産を実施している企業にたいして，

提示価格や設計仕様など必要な情報をどの範囲まで相手先

企業と共有しているかを尋ねた設問への回答では，部分的な

詳細仕様が29%，設計図面が27%，全体の仕様が25%など，

集約的な結論を導くことはできない。これは，個々の商取引
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の内容によってケースバイケースの対応をしているからで

あろう。

　そこで，モジュール化への取り組み度合いにしたがって，

回答企業をモジュール化に相対的に積極的な「実施A」グル

ープと消極的な「実施B」グループとに区分し，いくつかの

設問項目に関して統計的に有意な差異が見られるか母比率

の差の検定をおこなった。その結果，まず情報交換分野につ

いては，表4に示すように，モジュール化に積極的な企業ほ

ど受発注状況の情報ならびに設計図面・仕様等の情報をオン

ラインにより他社に伝達・交換していることがわかる。

　つぎに，他社と共有される情報の範囲についても，表5 に

示すように，モジュール化への積極性の違いによる有意な差

が認められた。この表から，モジュール生産の実施拡大にと

もなって，より詳細な仕様情報や設計図面等が企業間で交

換・共有されるという関係の存在が把握できるだろう。ただ

し，後述するように，モジュール化が企業間での情報の伝達

や共有を省略可能にする効果を持つ側面に鑑みれば，これら

の結果の解釈には慎重さが求められるといえる。

　それでは，企業間における情報共有に際して一般に当事者

間でどのような取り決めがなされているのだろうか。重要な

部分についてのみ契約を交わすと回答した企業が 25%と最

も多く，全部について契約を交わす企業も13%存在する。し

かし，慣習的に信頼していると答えた企業の割合は15%で，

それよりも多い。モジュール化への取り組み度合いによる差

異を分析したところ，表6 に示すように，モジュール化に積

極的な企業ほど情報共有に関してその全部について契約を

交わすと回答した企業が有意に多かった。

　総じていえば，企業間での連係協力関係において情報共有

の問題をどのように処理するかについて，当事者間で具体

的・詳細な契約を交わすことで対応しようとする明確な態度

は必ずしも見えてこない。しかし，本アンケート調査の結果

から，モジュール化の進行によって具体的な契約や協定の締

結による企業間連係の定式化や形式化が今後進んでいく可

能性を読み取ることができるだろう。

　モジュール化は製品システムのインターフェイス・ルール

をあらかじめ明確に設定することを要求するため，また，さ

らにそれが業界内にオープン・アーキテクチャとして公開・

共有されればなおさら個々のモジュールは価格以外での差

別化要素が消失してしまうような標準品（汎用品）としての

性格を持つようになる。すなわち，モジュール化は当該製品

システムの「コモディティ化（commoditization）」16）17）を

促す要因となり得る一面を持ち合わせているのである。した

がって，そこではたとえば個々のモジュールに関する品質管

理や性能保証リスク負担についての取り決めなど，企業間で

の明示的な契約や協定等の設定が容易になるため，情報共有

に関する企業間連係の定式化が進むことが予想される。

6　モジュール化の進行と企業間情報共有

　6.1　モジュール化の位相と情報共有への含意

　一般に，モジュール化がもたらす効果として，複雑なシス

テムを構成する要素間の細かな擦り合わせや調整作業の負

担を低減させることがあげられる 4）5）。つまり，モジュール

間の緊密な情報の伝達や共有を省略可能にすることで情報

処理の負荷を削減し，そのコストを節約することが期待でき

るのである。

　しかし，本アンケート調査の結果から見ると，モジュール

化の実施は直ちに企業間における情報の伝達や共有を減少

させる要因となるわけではなく，むしろ情報共有の分野や範

囲を拡大させていることが注目される。もちろん，本アンケ

ート調査は全産業分野を対象としているため，業界や製品ア

ーキテクチャの違いなどを考慮したような厳密な議論であ

るとはいえないが，モジュール化にはさまざまな次元が存在

することが示唆される。

　たとえば，自動車業界などに特徴的であるが，メーカ側が

要求仕様（外形や目標性能，目標コストなど）を提示し，サ

プライヤが部品の詳細設計や試作テスト，さらには品質保証

などをおこなう部品開発方式である「承認図方式（デザイ

ン・イン）」を採用するケースと，部品の外注化に際して部

品の仕様決定から基本設計，詳細設計までをメーカ自らがお

こない，部品の設計図をサプライヤに貸与して部品の加工や

組み立てのみをサプライヤに委託する「貸与図方式」を採用

するケースでは，企業間において交換・共有される情報の内

容や範囲などに差異が存在するだろう。

　6.2　製品アーキテクチャの類型

　システムの構成要素への分解の仕方と構成要素間の相互

依存関係のパターンとして個々の製品の背後に存在する設

計思想である製品アーキテクチャの違いは，企業間での情報

共有に影響を与えると考えられる。

　一般に，アーキテクチャの類型には，製品ごとに部品設計

を相互調整し，最適設計を施さないと製品全体の性能が実現

されないタイプ「擦り合せ型（統合型やインテグラル型とも

呼ばれる）」と，部品のインターフェイスが標準化していて，

これを寄せ集めれば多様な製品ができるタイプ「組み合せ型

（モジュール型やモジュラー型とも呼ばれる）」がある。そ

して，そのインターフェイスを含む基本設計が一社内で閉じ

ているものを「クローズド・アーキテクチャ」，業界全体に

公開・共有されているものが「オープン・アーキテクチャ」

と通常呼ばれている 18）19）20）。図2にその枠組みを示す。

　組み合せ型のアーキテクチャにおけるさらなるモジュー

ル化の進行，あるいは擦り合せ型から組み合せ型へのアーキ

テクチャの転換・変更によって，企業間で交換され共有され

る情報に質的な変化が起こることも予想される。

　6.3　インターフェイス・ルールの事前設計の限界

　しかしながら，モジュール化が進行しても事後調整の必要

性から完全に自由になれるわけではないことが示唆される。
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個々のモジュール設計は，モジュール相互間の正当な機能を

担保する事前のインターフェイス・ルールの設定を所与とし

てなされるが，その詳細設計や生産の過程において起こり得

る不確実な要素や問題点をあらかじめすべて予測すること

は不可能である。仮に完全なモジュール化をめざしたとして

も，実際の設計過程や生産過程における現場レベルでの微調

整や修正の余地は残されている。また，製品や生産工程が高

度化・複雑化するにしたがい，インターフェイス・ルールの

事前設計は相対的に不完全なものにならざるを得ないだろ

う 21）。継続的な問題解決の必要性はなお企業間における緊密

な情報の伝達と共有を求めると考えられる。

　6.4　モジュール内部への情報隠蔽

　モジュール化の進行にともない，個々のモジュール設計や

生産に必要な情報がそれぞれのモジュール内部に包摂ある

いはカプセル化，もしくは隠蔽されることへの危惧が存在し

ていることが注目される 4）5）。各モジュール内部においては，

インターフェイス・ルールの枠内において局所的な最適化行

動が可能となり，その改善や革新が独立しておこなえるよう

になる。他のモジュールに影響を及ぼさない意思決定につい

ては自モジュール内において自由であり，しかも他モジュー

ルに知らしめる必要もない。このことの含意は，コストや技

術構造のブラックボックス化を招く恐れがあるということ

である。

　事実，日産系自動車部品メーカ大手のカルソニックカンセ

イの大野陽男会長は「モジュール化は部品会社成長のチャン

ス。技術のブラックボックス化を進められれば完成車メーカ

にたいする部品会社の発言力が高まる」と述べている 22）。ト

ヨタでも，すでにデンソーなどが持つ技術について，ブラッ

クボックスになっており関与できない部分があるといわれ

ている。

　完成品メーカにとって調達資材や部品の原価や技術構造

のブラックボックス化は，サプライヤにたいする価格交渉力

の低下をもたらすだろう。また，技術や内部仕様のブラック

ボックス化は，各モジュール間のインターフェイス部分にお

いて生ずる問題への対処能力を低下させる要因にもなり得

る。さらに，最終製品メーカとして消費者に直面する企業に

とっては，製品出荷後の顧客にたいするアフターケアやメン

テナンスサービスへの影響も看過できない問題となろう。近

年，対象製品やサービスの履歴，使用または所在を追跡でき

る能力としてのトレーサビリティ（traceability）への関心が

国内外を問わず高まっている背景には，こうしたモジュール

化の影響が存在していることを指摘することができる。

　6.5　インターフェイス・ルールの転換と対応

　モジュール化とは，ある程度の期間当該製品システムにつ

いての設計仕様や規格などインターフェイス・ルールが固定

化されることを意味している。しかし，けっしてアーキテク

チャは不変ではない 18）。たとえば，柴田・児玉は，NC シス

テム（数値制御工作機械装置）のアーキテクチャ変化の事例

の時系列分析から，製品システムのアーキテクチャは不変で

はなく，インテグラル・アーキテクチャからモジュール・ア

ーキテクチャへ，さらにオープン・アーキテクチャの方向へ

移行することを明らかにしている。そして，たとえば既存の

技術体系に大幅な転換が生じた場合，モジュール・アーキテ

クチャからインテグラル・アーキテクチャへと逆戻りするケ

ースが存在することを指摘している 23）。

　また，同様の研究として，楠木・Chesbrough は，製品ア

ーキテクチャのタイプがインテグラル型からモジュール型

へ，そして再度インテグラル型へと変化するサイクルが存在

していることを明らかにしている 24）。

　半自律的なサブシステムとして機能する個々のモジュー

ルにおいては，その内部で吸収できる変化にはきわめて柔軟

的に対応できるが，モジュール間にまたがる変化，すなわち

インターフェイス・ルールに変更を迫るような事態には極端

に弱いのである。この「モジュラー化の罠」17）24）に備え，

潜在的な技術変化や市場ニーズの変化のリスクにたいする

担保としての研究開発力や製品開発力の多様性を維持する

ためにも，各企業は対象技術のブラックボックス化を回避す

る必要があるだろう。

7　オープン化の下での企業間コラボレーション

　以上のモジュール化をめぐる企業間での情報共有に関す

る考察から，企業内外における情報ネットワーク形成の役割

について，とくに情報ネットワークのオープン化と企業間の

コラボレーションの問題を検討しておく。

　上述したように，モジュール化が当該製品システムのコモ

ディティ化を促進する側面を持ち合わせているとすれば，モ

ジュール化の進行にともない，世界中のすべての潜在的な供

給者に取引のチャンスを与えるオープンな競争の結果にも

とづいて取引業者を決定するオープン取引，すなわち取引先

の開放と拡大，多様化が進むと考えられる。これは，競争に

もとづく自由市場的取引の効率性の享受をめざすものであ

り，企業間関係のオープン化の社会的要因であるといえる 25）。

　そしてこのような企業間関係のオープン化を支える技術

的な側面が，標準的な取引フォーマットや取引手順の採用な

ど，たとえば EDI のインターフェイスの標準化といった情

報ネットワークのオープン化である。技術的側面からのオー

プン化の一つの特徴は，システム投資にたいする埋没費用

（sunk cost）と囲い込み（lock-in）を防ぐことにある。イ

ンターフェイスの標準化によって，参入が自由で，退出に通

常以上のコストがかからない状態に近づく。これが，自由な

参入と退出を可能にして，迅速なパートナーシップの組み替

えを可能にするのである 25）。つまり，企業間関係のオープン

化の2つの側面は相互に関連し合っているのである。

　しかし，すべての商材がスポット的な取引でおこなわれる，

あるいはパートナーシップにおいてひとたび局面が悪化し
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たからといって簡単にその関係を解消し，自在にパートナー

シップを組み替えるといったケースだけの想定は現実的で

はない。むしろ，クローズド・アーキテクチャであるような

製品系列や戦略的コアとなるような特別仕様にもとづく特

注品（特殊品）の調達では，長期的で安定的な取引が不可欠

となるであろう。また，サプライヤにとっても，特注品の開

発や生産ライン等の設備投資コストを回収するのに一定以

上の期間にわたる取引の継続が必要になる 26）。

　モジュール化のケースにおいては，単なる部品の調達とは

異なり，設計や開発段階での図面データを介した企業間での

コラボレーションも求められることもあり，技術的にオープ

ンな企業間情報ネットワークの形成を基礎として，柔軟な企

業間関係の見直しを可能にすることを担保しつつも，特定の

共同開発や生産協力においては，情報共有にもとづく密接な

企業間でのコラボレーションが求められるといえる。実際，

オープンな EDI システムの下では，継続的な取引関係が高

い組織成果に結びつくことが実証的に明らかにされている
25）。すなわち，オープン化を進めれば進めるほど，かえって

取引の継続性，ひいては密接な企業間関係が重要になること

が示されているのである。このことは，上述したアンケート

調査からも示唆される。表7 に示すように，モジュール化に

積極的な企業ほどインターネット EDI への取り組みが顕著

であることがうかがえる。

　企業間の情報共有を実現する基盤として，インターネット

に代表されるような情報ネットワークのオープン化は今日

的な趨勢であるといえる。たとえば，企業内情報システムの

アウトソーシングの一形態として注目され，多くの企業に導

入が進んでいるASP（Application Service Provider）サー

ビスは，企業間連係の定式化や形式化を促進する契機として

理解することができるだろう 27）。

　しかしながら，多くの企業の現場では，オープンシステム

に完全に移行しているわけではなく，特定のアーキテクチャ

に依存した従来型の汎用機や専用機にもとづいた複数のサ

ブシステムも運用されているのも事実である。そのため，従

来から稼働しているシステム（レガシーシステム）のリプレ

イスや各種サブシステム間の連動と整合性の確保，またそれ

にともなう費用負担などが課題となる。また，サプライヤや

取引企業側の対応能力等も問題となるであろう 28）29）30）。

8　おわりに

　本論文では，われわれが実施した企業アンケート調査の分

析結果を手がかりに，モジュール生産における情報ネットワ

ーク形成の役割に関する現状と課題について，とくに企業間

における情報共有の問題を中心に考察した。

　企業間情報ネットワークのオープン化（標準化）は今日的

趨勢であるといえ，さらにモジュール化と相互に関連し合い

ながら進行していくと考えられる。そこでは，企業間関係の

見直し，すなわちアウトソーシングやコラボレーションとい

った一企業の枠を超えたビジネスプロセスの再構築が求め

られている。その際，ASP サービスの活用も含めたオープン

な情報ネットワーク基盤の下で，自由市場的取引のもたらす

効率性の享受をめざす一方，どのように継続的・密接なパー

トナーシップを構築し維持していくかが戦略的な課題にな

るといえる。また，多くの企業ではレガシーシステムの制約

下にあるため，情報ネットワークのオープン化へ向けてのい

くつかの解決されるべき問題が指摘され得る。

　今後は，モジュール化の進展が情報ネットワークのオープ

ン化にどのような影響を与えるのか，あるいは両者の間には

どのような相互関係を認めることができるのか，また，そこ

での企業間情報共有のあり方などについて，産業分野による

差異分析も含め，継続して研究を進めていく予定である。
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表1　さまざまな産業分野へ拡大するモジュール化

出所）各社発表資料にもとづき筆者作成。

業種 企業（時期） 概　　　　　　要

建設 フジタ
（2001年）

倉庫や工場などを従来工法に比べ約15%安く施工できる工法「フジタ・超ローコストファク
トリー」を開発し，インターネット上で受注を開始。建設希望者は平屋や二階建てにするか
など建物のタイプや延べ床面積をパソコン上に入力すると，即座に見積もり価格や建物のイ
メージ図が表示され，自由に選択できる。工期も従来工法より1ヵ月程度短縮できる。鉄骨
などの部材や架構の構造などを標準化し量産できるようにしたほか，あらかじめ柱や梁を組
み立てたモジュール化するなどしてコストを抑えた。また，溶接個所の削減や柱や梁の接合
方法を簡略化するなどの工法を採用したほか，鉄骨などは型式を統一したことで工場から現
場に運搬する際の運送費なども圧縮した。

食料品
キユーピー
（2002年）

子会社のデイリーメイトの新工場で空揚げ，コロッケ，サラダなど各品目に強い生産会社か
ら購入して，内部で盛りつける惣菜生産のモジュール化を導入。これにより，100種類以上
の惣菜・弁当を効率的に生産し，成長している惣菜・弁当市場でシェア拡大をめざす。デイ
リーメイト本社工場近くに約12億円を投じて惣菜モジュール工場を建設し，主に首都圏に惣
菜や弁当を供給する。従来は揚げ物，焼き物，サラダ類などほぼ全量を本社工場内で調理
し，盛りつけて出荷していた。新工場は外部で調理した惣菜を集めて，盛りつけだけを専門
に行う。当面は本社工場で製造した惣菜を持ち込むが，2004年をメドに複数の小規模調理工
場を周辺に建設する予定。調理と盛りつけを別工場が担当することで，各工場が専門性を深
めてコストダウンにつなげ，当面一割前後のコスト削減をめざす。また，調理工場や外部の
食品メーカは得意な品目だけを集中生産できることから，品質も向上するという。

マックス
（1999年）

主力製品のくぎ打ち機で，製品のモジュール生産化を柱としたコスト削減計画を策定。玉村
工場に約8億円を投資して，生産ラインを従来の部品単位からモジュール単位に組み直し，
機種間での共通部品を約5割に倍増する。従来の部品ごとのライン生産で4週間かかっていた
納期を4分の1の1週間程度に短縮する。具体的には，くぎ打ち機の生産ラインをトリガー部
やくぎ収納部，グリップ部，コンプレッサー部など10程度のモジュールごとに再編成する。
2001年度までに製造コストを2割削減し，収益維持をめざす考え。

ブラザー工業
（2002年）

機能ごとのモジュール部品を組み上げておき，需要に応じて最終製品に組み立てる方式をミ
シン生産に導入する。これに伴い，販売価格が10万円前後の一部中級ミシンの最終工程は台
湾から国内の瑞穂工場に戻す。ミシンは9割以上をアジアで生産しているが，工法の改善で
国内でも競争力を高められると判断した。ミシンの部品点数は250から800あるが，設計を見
直して，針モジュールなど機能ごとに計10種類のユニットに仮組み立てする。モジュールは
中国工場で生産し，日本に輸出する。シャシーも8種類から2種類に集約。標準タイプなら4
種類のモジュールをシャシーに組み付けることで完成する。シャシーに一つずつ部品を組み
付けていた従来方式に比べ，モジュール生産では一台の組み立て時間が3分の1の10分間に短
縮できる。シャシー削減で金型費用も3分の1に減る見通し。今回，モジュール生産を中級機
種2機種に導入し，2003年度中に全機種の生産をモジュール方式に切り替える予定。

電気機器
ソニー

（2003年）

部品の共通化に向けた設計の見直し作業を本格的に開始。プリント基板や光学系部品など，
機種ごとに異なっていた仕様を統一し，複数の部品からなる標準モジュールの開発で，組み
立て作業を大幅に簡素化する。1月に着工した中国江蘇省無錫の新工場は新たな製造戦略を
担う中核基地として，約22万平方メートルの広大な敷地内で，デジタルカメラなどに使う小
型液晶パネルを生産する。周辺部品と組み合わせてモジュール化し，全世界の組み立て工場
に供給することを検討している。近年，アジア勢を含む競合企業のキャッチアップの速度が
格段に上昇したため，同社では収益維持へ向けた生産部門の効率化は不可避の課題となりつ
つある。基幹部品の生産を中国に集約しながら，日本国内などの工場では製造の比重を軽減
させ，市場との接点としての役割を高めるのがねらい。

精密機器
シチズン時計
（2001年）

3つの加工工程を1台でこなす小型旋盤など5機種を発売。いずれも通信用接続部品やハード
ディスク駆動装置（HDD）部品など精密部品の加工に向く。加工対象物を据え付ける主軸や
工具を取り付ける刃物台など各機械要素ごとにモジュール化を徹底し，顧客ニーズに合わせ
て柔軟に生産できるようにした。投入するのは加工対象物を正面と背面から同時加工できる
「C16Ⅷ型」など5機種。「C16Ⅷ型」は加工対象物の直径が16ミリメートルまで対応でき，
正面と背面から穴をあけながら外径切削といった3つの加工作業が同時に可能。同社ではモ
ジュール化設計を徹底した「Cシリーズ」を2000年に開発。今回，新たに5機種を加えて品ぞ
ろえを拡充し，Cシリーズ合計で月70台の販売をめざす。

機械
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表2　モジュール化をにらんだ自動車部品メーカの合併・提携の動き

出所）各社発表資料にもとづき筆者作成。

図1　JNX の概要

出所）参考文献13）にもとづき筆者作成。

1999 8 タチエスと富士機工，株式持ち合いで合意 シート
10 米ビステオンと三ツ星ベルト，業務提携 計基盤

2000 4 カルソニックとカンセイが合併，カルソニックカンセイ設立 コックピットモジュールなど
5 ブリヂストン，カヤバ工業に資本参加，株式3%を取得 足回り部品
6 タカタ，独ペトリを買収 エアバッグ内臓ステアリング
6 日信工業，日本ブレーキ工業に資本参加，株式21%を取得 ブレーキシステム
7 ブリヂストン，曙ブレーキ工業に資本参加，株式3%を取得 足回り部品
9 米デルファイと芦森工業，業務提携，合弁会社設立 シートベルト
10 豊田紡織が豊田化工を吸収合併 内装品

2001 2 シロキ工業と独ブローゼ，合弁会社設立 ドア
2 光洋精工と富士機工，合弁会社設立 ステアリング
7 アイシン精機やデンソーなど4社による共同出資，アドヴィックス設立 ブレーキシステム
11 豊田合成と東海理化，業務提携 セーフティシステム

2002 2 ユーシン，アンセイに資本参加，株式32.4%を取得へ ドア
5 ネステック，NECからカーエレクトロニクス事業を移管 電子制御ユニット

2003 4 ジヤトコとダイヤモンドマチックが合併 変速機
5 マツダ系部品メーカ16社と広島市が共同出資，ハイベック設立 車体デザイン（各種モジュール）

　　　　　　　　　　　　　　概　　　　要 開発モジュール年月

JNXC：JNX Center 　JNXセンター

JNXO：JNX Overseer 　JNX認定管理者

CA：Certification Authority 　電子証明書発行局

CEP：Certified Exchange Point 　認定相互接続局

CSP：Certified Service Provider 　認定通信事業者

IPS：IP Security 　暗号化装置

TP：Trading Partner 　利用者

JNXO

CEP
CA

JNXC

CSP

CSPCSP

TP
IPS

TP
IPS

TP
IPS

TP
IPS

TP
IPS TP

IPS
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表3　モジュール化による企業間連係協力の実施状況（適用業種企業のみ，単位：％）

表4　モジュール化への取り組みと情報交換分野とのクロス（複数回答，単位：％）

注）*：5％水準で有意

表5　モジュール化への取り組みと情報共有範囲とのクロス（複数回答，単位：％）

注）**：1％水準で有意，*：5％水準で有意

表6　モジュール化への取り組みと情報共有時の取り決めとのクロス（単位：％）

注）*：5％水準で有意

実施 部分的に
実施

ほとんど
ない

実施 部分的に
実施

ほとんど
ない

中小企業 6 19 64 7 24 58
大企業 8 33 50 8 33 50
全体 7 22 61 7 26 56

調達側（N=59） 納入側(N=57)

 生産・在
庫管理情
報

受発注状
況の情報

在庫状況
の情報

請求・支
払情報

設計図
面・仕様
等の情報

研究開発
情報

実施A 22 74
*

13 35 43
*

9

実施B 6 42* 23 16 16* 6

 提示価格 全体の仕
様

部分の詳
細仕様

進行計画 設計図面 施工条件

実施A 22 39
**

48
**

26
*

52
**

35
**

実施B 6 6
**

6
**

6
*

3
**

3
**

 全部につ
いて契約
を交わす

重要な部
分につい
て契約を
交わす

特に契約
は交わさ
ない

慣習的に
信頼して
いる

実施A 26
*

35 4 22
実施B 3* 13 0 20
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図2　製品アーキテクチャの類型化

出所）参考文献19）および23）にもとづき筆者作成。

表7　モジュール化への取り組みとインターネットEDI 実施とのクロス（単位：％）

注）*：5％水準で有意

ク
ロ
ー
ズ
ド
（
囲
い
込
み
）

オ
ー
プ
ン
（
業
界
標
準
）

擦り合せ（インテグラル） 組み合せ（モジュール）

●理論的には存在可能だが，

　実際には存在しない。

●インターフェイスは複雑で，

　ルール化されていない。

●インターフェイスは単純で，

　ルール化されている。

●インターフェイスは単純で，

　ルール化されている。

●インターフェイスは一般に

　公開されていない。

●インターフェイスは一般に

　公開されていない。

●インターフェイスは一般に公

　開され業界内で共有されている。

●乗用車，オートバイ，家電 ●工作機械，メインフレーム

●パソコン，自転車，ソフト

ク
ロ
ー
ズ
ド
（
囲
い
込
み
）

オ
ー
プ
ン
（
業
界
標
準
）

擦り合せ（インテグラル） 組み合せ（モジュール）

●理論的には存在可能だが，

　実際には存在しない。

●インターフェイスは複雑で，

　ルール化されていない。

●インターフェイスは単純で，

　ルール化されている。

●インターフェイスは単純で，

　ルール化されている。

●インターフェイスは一般に

　公開されていない。

●インターフェイスは一般に

　公開されていない。

●インターフェイスは一般に公

　開され業界内で共有されている。

●乗用車，オートバイ，家電 ●工作機械，メインフレーム

●パソコン，自転車，ソフト

大部分がイ
ンターネット
EDIである

一部導入し
ている

従来システ
ムである
が，イン

ターネット
に移行する
予定である

今後しばら
くは従来シ
ステムのま

まである

実施A 26
*

9 13 22

実施B 6
*

19 13 19


